
いつもありがとうございます。心より感謝申し上げます。
　昨年は、本当にお世話になりました。皆様のおかげで、5期目の当選を
果たすことができました。心より感謝申し上げます。
今年は「辰年」です。辰年は政治や世の中に様々な問題が持ち上が

る年のようです。1976年（昭51）の辰年には、ロッキード事件が発覚。
米ロッキード社の旅客機受注を巡り、現金がばらまかれ、田中角栄元首
相ら多数が受託収賄などで逮捕、起訴されました。その年の第34回衆議
院議員総選挙では、自民党は大敗し三木武夫首相が退陣しました。
1988年（昭63）には、リクルート事件が起き、未上場不動産会社の

未公開株が賄賂としてばらまかれ、政治家や企業のトップなど数多くが
贈収賄で逮捕、起訴され、その後の国政選挙に大きな影響を与えました。
　そして現在、自民党の派閥の政治資金パーティーをめぐる問題が
大きくクローズアップされています。最大派閥の安倍派では、官房長官
だった松野博一氏ら多くの議員側がキックバックを受け、政治資金収支
報告書に記載していなかった疑いが明らかになりました。それを受けて、
閣僚が交代する異例の事態となっています。ただ、秋田県選出の国会
議員の方々はそのようなことなどない清廉潔白な先生たちです。
様 な々課題や問題が山積みでありますが、地域の人たちの

声を聞き、皆さまと一緒に「秋田県民歌」のような地域を
守って行きたいと思っております。
今後も皆さまの厳しい声、ご指導、ご鞭撻をよろしく

お願い申し上げます。
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子どもたちに未来のある秋田を！！

原 幸子
〒014-0112
大仙市板見内字弥兵衛谷地238
TEL／FAX 0187-69-3030

原●幸子はら
こうこ

秋田県議会議員

秋田県議会議員 事務所

県議会活動報告  2024.3

仙北町の事務所に、なるべく木曜日10:00から15:00までは、
いるようにしておきますので、お茶など飲みながら、世間話も、
お待ちしております。所用で留守にする場合もございますので、
前もってお電話などいただければ助かります。足がなくて来れ
ない方はご連絡ください。私が行きます。

詳細は、本誌に抜粋記載しております。

一般質問の詳細は
県議会HPの動画で！

秋田市にて市民公開セミナー「重粒子線がん
治療の可能性」が開催されました。R6.2.9

秋田県、そして地元大仙・美郷の安心・安全を第一に5期目も走り
続けております。今後も、住み良い街づくりを目指してまいります。

プロフィール

役　　職
秋田県議会

自民党秋田県連

教育公安委員、議会運営委員

総務会長、女性局次長

●1970年(昭和45年)9月20日故・原 盛一の長女
として旧仙北町に生まれる。

●2007年4月 秋田県議会議員選挙初当選
　　　　　 初当選、以後5期連続当選 （現在）

●秋田県立大曲高等学校卒業

●秋田県社会福祉事業団
●自由民主党かながわ政治大学校第10期修了

原　幸子

はら幸子
の

WebSit
eは

こちらか
らhttps://hara-koko.net/

子どもたちに未来のある秋田を！！子どもたちに未来のある秋田を！！
はら幸子のWebSiteは

こちらから

令和6年第1回定例会（２月議会）一般質問

●お陰さまで秋田県地方自治功労者表彰を
受章させていただきました

　山形大学医学部が秋田キャッスルで開いたセミナーには280人の定員に対し
400人以上の応募があり、重粒子線治療への関心は全国で高まっています。
当日は、秋田県（東成瀬村）出身の山形大学医学部附属病院長 土谷順彦氏が
「がん治療の現状と展望～重粒子線治療への期待」と題した講演や、秋田大学
医学部附属病院の先生方と本センターの医師が「重粒子線がん治療に期待
すること」のテーマでパネルディスカッションが行われました。重粒子線治療と
は何かを知っていただくよい機会となりました。

2024.3.9  秋田魁新聞掲載



令和6年第1回定例会（2月議会）代表質問

若者・女性の県内定着回帰について

　本県は、2020年に約96万人いた人口が、
2050年には約40万人減少し、約56万人にな
ると推計されております。さらにこれを、2020年

を100とした場合について年齢構成別に見てみますと、
0～14歳の、いわゆる年少人口については、41.5、15～
64歳の生産年齢人口については、47.7、65歳以上の
老年人口については、77.8となっております。
特に、年少人口について実数で言えば、9.3万人

から3.9万人になるとの推計になっており、その減少
が顕著であります。
一方で、4年連続で社会減が2,000人台となって

いることなどを要因に、2045年の県人口は前回推計
よりも約20,000人上回っていることから、コロナ禍に
よる地方回帰の動きがあったとは言え、本県がこれまで
行ってきた施策が徐々に芽吹いているのではと感じて
いるところでもあります。
　この流れを更に加速させるためには、特に、県内で
働き、子どもを産み育ててくれる女性の存在が大変重要
になってきますが、県内の状況を見てみますと、全国に
比べ女性の賃金が低いことに加え、まだまだ男性と
女性の平均月間給与は乖離があり、男性と同じくらい
働きながら、子どもを育てたいという女性からは選ばれ
にくい環境にあるのではないでしょうか。
このような乖離を解消することはもちろんですが、

まずは、都会並みの給与水準で働くことができる企業
の誘致など、多方面から施策を展開し、賃金水準全体
を向上させなければならないと考えますが、県全体と
してどのように取り組んで行くのでしょうか。

　東京圏等との賃金水準の格差が若年層を
中心とした県外流出の大きな要因の一つと考
えられることから、県では、新プランにおいて、

「賃金水準の向上」を選択・集中プロジェクトの一つとし
て位置づけ、労働生産性と県内就業率の向上を大きな
柱として取組を進めてきております。 
　これまで、経営規模の拡大や、IT関連等、賃金水準

答え
知事

質問
原

若者・女性の県内定着回帰について
賃金水準の向上について

　一月にパブリックコメントが開始された「秋田
県医療保健福祉計画（素案）」の中で、現在、
8圏域の二次医療圏を見直し、県北・県央・

県南の3圏域にするという広域化の方向性が打ち出さ
れております。
　二次医療圏は、一般的な入院に係る医療提供体制
を構築することができる医療圏単位であり、現在のよう
な人口減少下における圏域の見直しを行うことで、
医療を取り巻く環境の変化を見据えた、より広域的な
エリアでの役割分担や連携のあり方を協議・検討する
ことができるといったメリットが期待されます。
　一方で広域化にはデメリットもあり、その一つが病床
移転が進む可能性があることと言われております。
医療圏を広域化するときに圏域の経済性を優先

すると、医療圏内で人口が多いエリアの方が、人口が
少ないエリアよりも医療需要が高いことから、採算性の
低いエリアの病床が削減され、人口の多いエリアに
集約化されてしまう恐れがあります。
その結果、二次医療圏としては一定数の病床数を
確保することができているように見えても、細かいエリア
で見てみると、地域偏在が拡大し、県民が身近なところ
で一般的な入院医療を受けにくくなってしまうのではな
いでしょうか。
病床の集約化は県民の生命に直結することであるか

ら、安易に集約するだけではなく、病床が減少したエリア
に住む県民に、これまでと変わらない医療を提供できる
ような体制を、高齢化が進んでいく本県の特性を踏まえ
ながら、構築していくべきであると考えますが、県として、
新たな二次医療圏単位でどのような病床のあり方を
示すのか、県民の利便性をどのように確保していくので
しょうか。

　人口減少や高齢化が進行する中で、県民に
質の高い医療を提供し続けるためには、医療
資源の有効活用を図り、高度で専門的な医療

や身近な医療を地域でバランス良く整備していく必要
があります。このため、新興感染症等の感染拡大時に
おける医療の確保や高度で専門的な救急受入れ等に
ついては、3圏域の広域的な枠組みにおいて整備する
とともに、在宅医療や日常の外来診療、軽症・中等症の
患者の救急や入院受入れ等、県民に身近な医療機
能は、従来の8圏城において、きめ細かく整備することに
より、地域に必要な医療を着実に確保してまいります。
　また、病床のあり方については、地域の実情に応じ
て、患者数や疾病の特性に着目しながら、不足している
回復期の病床の確保など、高齢化の進行による医療需
要に対応した病床の充実に取り組んでまいります。
さらに、県医師会と連携して、新たに各圏域に在宅
医療を推進するための拠点を設け、在宅医療体制の
構築や介護との連携を強化するとともに、医療機能と
オンライン環境を備えた車両である「医療Maas」の
秋田大学への導入を支援するなど、オンライン診療等
の医療のデジタル化を進めることにより、県民の利便性
の確保に努めることにしており ます。
今後も、地域医療調整会議など様々な協議の場に

おいて、医療のみならず介護や市町村等の幅広い関係
者と協議を重ね、地域において必要な医療提供体制
の構築に向けた取組を進めてまいります。

答え
知事

質問
原

県内各医療圏における
適切な病床等の規模について

人口減少に伴う料金収入の減少や水道施
設の老化・耐震化による更新など、水道事業
を取り巻く環境は厳しさを増しており、来年度

から料金の値上げを予定している市町村があるなど、
将来に向けて事業を維持するためには、施設の強靭
化を図りながら適正な事業経営を進めることが重要
であります。このため、県が昨年度、県内を6圏域に
区分して、広城化の将来シミュレーションを行い、その
結果を取りまとめた「秋田県水道広域化推進プラン」
では、薬品の共同調達等のソフト面での連携による
効果が期待されたことから、今年度は、圏城単位で
プランの具体化に向けた意見交換を行い、導入の
可能性を検討しております。
　一方、本県の地理的な制約などにより、ハード面での
連携効果は限定的であったことから、来年度は水道管
路等の設備投資が困難な過疎地域などにおいて、
水道に替わる新しい技術を用いた設備導入により、
投資を縮減できる可能性を調査するなど、将来的な
水道事業の経営改善に資する新たな取組を実施する
ことにしております。
　県としましては、必要不可なライフラインである水道を
維持していくため、国に対し、特に人口減少が著しく
財政基盤が脆弱な自治体への交付金の補助率の
拡充や要件緩和などについて要望するとともに、市町村
に対しては、災害に強い新しい技術の情報提供や
経営健全化に向けた助言を行うなど、地域の実情
に応じた支援に努めてまいります。

公益社団法人日本水道協会が策定した
「水道料金算定要領」によりますと、「水道料金
は、給水サービスの対価であるから、できるだけ

低廉かつ公平でなければならないとともに、地域住民
の要求する給水需要が量質ともに充足できるよう適正
に定められていなければならない」とされている一方、
「原価を無視した低料金は、水道事業の健全な発展は
もとより、現状の維持さえ困難にするばかりでなく、放慢
な水使用を助長する結果、給水サービスの全般的な
低下を招くこととなる」ともされております。
昨今の人口減少下で考えてみますと、水道を利用

する人口が減ることで利用収入が減る傾向にある
一方で、処理施設の維持管理費や老朽化した水道管
の更新費用などのコスト増加により、水道料金の算定
基礎となる原価は増加していくことが見込まれること
から、水道料金は増加していくことが見込まれるので
はないでしょうか。
　加えて、水道施設の耐震適合率は全国平均で
41.2％であるのに対し、秋田県では26.1％にとど
まっているという現状を見ても、本県で大規模災害が
起きた際に、今回の能登半島地震のように、水道施設
の損傷が、災害復興に大きな影響を与えることは容易
に想像できるのではないでしょうか。

答え
知事

質問
原

水道料金と施設の
老朽化・耐震化について

介護保険制度は、生産年齢人口の方が納
める介護保険料を財源とし、老齢人口の方を
支えるような仕組みとなっていることから、将来

人口推計どおり高齢化率が上昇すれば、生産年齢
人口一人あたりが負担する介護保険料が、さらに重く
のしかかってくることは容易に想像できます。
介護保険料は納付者の収入など、一定の基準を

基に算定されることから、すぐに自治体の裁量で保険料
を大きく増減させることは難しいと思います。
　しかし、算定の基礎となっている基準額については、
保険者である市町村等が策定する介護保険事業計画
における将来の給付費など、介護保険事業に要する額
の見込みに基づき算定されることから、介護を必要とし

質問
原

高齢者福祉政策について

今後、本県でも大規模災害が起きた際に、老朽化
した水道管などが損傷し、被害が拡大しないためにも、
現状をしっかりと踏まえた上で、防災の観点からも、県と
市町村が連携を密にし、対応していくことが望まれます。
　そこで、各市町村における水道料金の現状を踏まえ
つつ、今後見込まれるコスト増加等に対して、県としてどの
ような方向性で関わっていくのか、また、防災の観点から
も老朽化対策や耐震化対策について、どのように市町村
と連携し、取り組んで行くのでしょうか。

人口減少社会に対応した
諸政策について

の高い企業の誘致などに取り組んできたところであり、
国の統計では、新プランで中期的な目標とした地方圏
の平均との格差は縮小傾向にあるほか、本県の賃金の
増加率は東北で2番目との報道もあるなど、明るい兆し
が見られております。 
　引き続き、洋上風力発電関連など成長が見込まれる
産業の振興や、最新の技術を活用した生産活動の
効率化を通じて労働生産性の改善を図るとともに、
リスキリング機会の提供やキャリアアップ支援などの
人材確保・人材投資の拡大により県内就業率を高め、
賃金水準の向上を図り、若者・女性の定着回帰につな
げてまいります。

マース

第1会派（自由民主党）と第2会派（みらい）に与えられ、党・会派の理念や政策を踏まえた上で、
知事の政治姿勢や提案された予算・条例などの議案について発言がすることができることです。

━ 3 ━━ 2 ━

※

※ 代表質問とは



近年は人口減少や生活スタイルの変化などから
地方路線の維持が難しくなる中、花輪線及び北上
線の県境部など、輸送人員が大きく減少している

区間においては、このままの状況が続くと、鉄道輸送のメ
リットを十分に発揮できなくなることが懸念されております。
　県としましては、これらの路線について、沿線市や岩手
県、鉄道事業者等と協議を進める中で、モード転換も含め
た議論が前提となる、国の「再構築協議会」の設置を要請
するのではなく、これまで以上に住民利用の掘り起こしや
観光利用の促進などに取り組むことで、その維持・存続を
図るべく、利活用に向けた関連予算を今議会に提案した
ところであり、今後とも関係者が一体となりながら、取組を
強化してまいります。

答え
知事

　介護保険料は、介護需要の増加や介護報
酬改定等の影響により全国的に上昇しており、
重度の要介護認定率が高い地域ほど、介護

保険料も高くなる傾向にあることから、介護保険制度を
維持していくためにも、介護予防・重度化防止の取組に
より、重度の要介護認定率を低下させることが重要と
考えております。このため、県では、健康寿命日本一の
実現を目指し、県民の食生活改善や運動習慣の定着
に取り組むとともに、市町村が実施する調理・掃除等を
行う生活援助や、通所の上で入浴・食事等を提供する
生活支援、住民主体の通いの場の育成など、介護予防
活動の支援を行ってきたところです。
本県における重度の要介護認定率は、10年間で

7.4パーセントから6.8パーセントに改善しており、今後も
フレイル予防などの健康づくり運動を展開するとともに、
市町村に対する先進事例の情報提供や、伴走型の
支援等を積極的に行うなど、市町村と連携しながら
介護予防・重度化防止の取組を推進してまいります。

答え
知事

2023年10月に、いわゆる地域交通法の改正法
が施行され、著しく不採算なローカル線について、
沿線自治体と鉄道事業者らが話し合う場として、

「再構築協議会」を国土交通大臣が設置できるようになり
ました。
国では、早急な改善が必要な区間の目安となる輸送

密度を1,000人未満としていることを考えると、本県の路線
は、どの路線を取ってもそう遠くない未来に、存廃の議論
がなされてもおかしくないのではないでしょうか。
　県が公表している「財政の中期見通し」を見ても、その
ような議論がなされる頃には、現在よりも更に財政規模が
縮小していることから、県内の鉄道事業を支えるほどの
財政的余裕はないと考えられます。
　したがって、人口が減少することによる利用者の減少や
県の財政見通しを踏まえ、今後、本県のローカル線の活性
化に向けた取組について、県・沿線自治体・鉄道事業者
が協議をして、しっかりとした共通の方向性を示して行く
必要があると考えますが、県としてどのようにローカル線の
活性化の取組について検討を進めていくのでしょうか。

質問
原

ＪＲローカル線の存続について

　乗合バスの乗務員不足が進行し、路線の維
持が困難になる事例が全国的に拡大している
ほか、地方においては住民の高齢化が進み、

バス停まで歩いて利用することが難しい方が増えてい

　人口減少に向き合う上で、面積の広い本県
は交通政策を立案するにあたり、鉄道・バス・
タクシーなど様々な事業者の方と意見交換を

行っていると思いますが、まずは、現状をしっかりと把
握しつつ、５年後、10年後の公共交通の姿を、共通認識
として県民全体で共有していくことが大切であると思い、
質問させていただきます。
　本県のみならず、全国的な人口減少が進んでいる
中、この頃「ライドシェアの導入」について話題が増えて
きました。
　私の地域では、約30年ほど前までは、高校生もバス
通学が当たり前でしたが、現在は、両親や祖父母が校
門近くに自家用車を横付けするという光景に変わって
います。また、このような自家用車を利用する方でも、特
に高齢者の運転ドライバーの方に話を聞くと、「買い物
や病院への通院があるため免許だけは手放せない。タ
クシーを利用するにしても、近くならまだしも、遠くはな
れた場所にいくのに、タクシー料金がどれくらいかかる
のか分かって話しているのか。」と厳しい御指摘をいた
だくこともあります。
　このような地方の状況を受け、ライドシェアの導入に
ついては、2024年4月から限定的に解除となりますが、
その導入にあたっては、タクシー業界などから、様々な
御意見があることも承知しております。
　2023年版国土交通白書の中でも、鉄道やバスの減
便・廃線で移動手段が減って困ることとして「買い物」
「通院」を挙げた方が多かったとの意識調査を紹介し、
自動運転を含めたデジタル技術を活用し、利便性や持
続可能性の高い地域公共交通の重要性を強調してお
ります。そのため、ライドシェアの導入は本県に住む県
民にとっては夢のような話である一方、事業の実施に
際しては、地元の交通事業者との調整・連携が重要に
なってくることから、まずは県の立場を明確にし、導入に
向けたプロセスやスケジュール、支援体制のあり方など
を迅速に検討するべきと考えますが、県として、どのよう
に対応していくのでしょうか。

答え
知事

質問
原

ライドシェアの導入について

　県では、管理する道路延長が約3,200キロ
メートルに上り、約2,300の橋梁や八四本のトン
ネルがあるなど、多くのインフラ施設を抱えてい

ることから、維持管理費の確保や、進行する老柄化へ
の対応が課題となっております。このため、市町村と連
携した効率的な道路パトロールや交換除雪を実施して
いるほか、国・県・市町村等で構成する「秋田県道路メ
ンテナンス会議」において、国庫補助事業による新技術
を採用した点検業務や老化対策の進め方などを議論
し、人材不足やコスト縮減に対応した道路管理の手法
について検討を重ねております。

本県の公共施設等総合管理計画をみますと、
ここ数年で急激にインフラ施設の老朽化が
進むことが示されておりますが、これは、本県の

インフラの多くが概ね高度経済成長期以降に建設され
たものが多く、更新時期が一気に到達することによる
ものであり、今後これらの更新費用や維持管理経費
に多くのコストがかかることは容易に想像できるもの
であると思います。
　このような状況の中、健全化指標の一つである実質
公債費比率が18％に達し、起債許可団体となることを
回避するために、令和6年度当初予算編成方針におい
て、抜本的な治水対策に要する経費を除く公共事業
と、県有施設等の改修経費については、実質負担額を
5％削減することとされたところであります。

答え
知事

質問
原

道路の維持について

ない元気な高齢者が増加することにより、サービス給付
費が減少すれば、本来自然増となるはずの介護保険料
をいくらかでも抑制することが可能ではないでしょうか。
　また、先日の報道にもあったように、国民健康保険の
一人あたりの税額についても、高齢化に伴う医療費の
増加などにより、25市町村のうち17の市町村で前年度
の目安額を上回っており、多くの団体で被保険者の
負担が増加する結果となっています。
　このような状況を鑑みても、やはり元気な高齢者を
一人でも多くすることが、県民にとっても良い結果に
繋がると思いますが、その高齢者が元気でいるためには、
保険者である市町村等がそれぞれ事業を実施するだけ
ではなく、県として健康づくりの推進を行うとともに、市町
村が行っている優良事例を積極的に横展開するなど、
しっかりとしたバックアップ体制を構築し、支援していく
必要があると考えますが、県としてどのように考えるので
しょうか。

積雪地帯である本県は、そのような利用が少ない県
道やインフラ施設であっても、それを保有しているだけ
で、毎年数10億円レベルで除排雪予算を措置しなけれ
ばならないことから、維持管理経費や補修費が他団体
と比べ、高上がりになってしまい、それが県財政を圧迫し
てしまう要因の一つとなっているのではないでしょうか。
　そのため、今後進まざるを得ない人口減少下におい
て、利用が少ないような道路やインフラ施設のあり方に
ついて、利用状況と維持管理経費をしっかりと調査し
つつ、そのあり方について、県民負担も踏まえながら、
検討すべきと考えますが、県としてどのように考えるので
しょうか。

　また、各インフラの長寿命化修繕計画に基づき、事後
保全から予防保全への転換を図るとともに、利用実態
を踏まえ、大仙市花園地区など5箇所の横断歩道橋を
撤去したほか、横手市大森地区において、道路橋の集
約化を図るなど、地元の理解と協力を得ながら、施設の
統廃合についても取り組んでいるところであります。
　今後も、国や市町村と連携しながら、県全体の道路
ネットワーク機能を確保するとともに、基幹的な役割を
担う県管理道路については、交通量や利用状況を
把握しながら、路線の重要性や対策の緊急性を勘案
した上で、適切な維持管理に努めてまいります。
なお、小さな集落等に連結する道路については、
検討すべき様々な要素があり、今後の重要な課題に
なるものと認識しております。

るなど、乗合バスを中心としたこれまでの地域交通対策
は大きな転換期を迎えております。 
　県としましては、まずは、乗合タクシーや自家用有償
旅客運送など、それぞれの地域に適したコンパクトで
持続可能な仕組みの導入を促していくとともに、ライド
シェアについては、事業者や市町村等との議論を通じ
て課題を抽出し、真に地域の実情に対応した制度とな
るよう、国へ働きかけてまいります。
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河川敷や耕作放棄地などの藪が、クマの
生息地である森林から市街地への移動経路
になりうることから、見通しを良くし、人の生活

圏にクマが接近しないよう、藪の刈り払いなどの対策を
地域ぐるみで進めていくことが重要であります。
　今後、地域住民の自主的な取組への支援について、
庁内連絡会議を通じて情報共有するとともに、市町村
など関係機関等を対象に開催するツキノワグマ被害防
止連絡会議で情報提供するほか、県のウェブサイトや
出前講座において周知し、活用を促進してまいります。 
なお、国においては農地等への被害対策のための財
政支援はあるものの、それ以外の移動ルートを遮断す
る対策への支援がないことから、県では新年度予算を
大幅に増やして今議会に提案し、森林における緩衝帯
整備等によりクマの出没抑制を図ることにしております。
　クマ類が指定管理鳥獣に指定された場合には、既存
制度に加え、緩衝帯整備等に対する新たな支援制度を
創設し、早期に措置をするよう国に要望してまいります。

　昨年は、私の生まれ育った地域の河川敷に
もクマが出て捕殺されました。その時は、「なぜ
こんな平野で、人目がたくさんある場所に」と

思いましたが、地域の住民の話では、「奥羽山脈から
川沿いに移動してきたようだ。たまたま、川ガニを取りに
来ていて、河川敷の藪の中にいるクマを発見して捕殺
した。」という説明でした。
今回はたまたま発見できたから良かったものの、

藪の中に隠れて移動するクマを発見することは、本来
容易ではないことから、河川環境をしっかりと整備する
必要があるのではないでしょうか。
　県ではこれまでも、多面的機能支払交付金を活用し
た農地法面の草刈りやふれあいの川美化事業による
河川環境整備活動への補助を行っているようですが、
まだまだ県内にはクマが隠れて移動できるような河川
沿いの藪が多く存在しています。しかし、地域住民の方
が安全・安心のため草刈りをする場合に、これらの交付
金や補助金を活用したくても、どのような補助制度が
活用できるのかがわかりにくく、柔軟性に欠くといった
お話を耳にします。
　そこで、県民の命を守るためにも、クマ対策として行
うべき環境整備を、部局横断的に取り組むとともに、
国・県・市町村が一体となって、自主的に環境整備に取
り組む地域住民への支援を行っていく必要があると
考えますが、県として今後、このような環境整備について
どのような対応を行っていくのでしょうか。

答え
知事

質問
原

　県としましては、今年10月、秋田牛がデビュー
10周年を迎えることを契機に、首都圏等での
プロモーション活動や、観光誘客に対応した

県内の飲食店等での提供のほか、学校給食を通じた
食育の推進のための関連予算を今議会に提案しており、
引き続き、関係団体と連携し、秋田牛の需要喚起に努め
てまいります。経済的な支援については、国において、
肉用牛生産に対するセーフティネットに加え、子牛価格
の補填を行う追加支援策を講じており、肉用牛経営の
維持に一定の成果が出ていると考えております。
　県では、こうした変緩和策とは別に、生産者の経営
改善に向けた取組を後押しするため、今年度、国の
各種交付金を活用しながら、優良な子牛生産に対する
奨励金を措置したほか、肥育
牛や飼料増産に必要な機械
の導入への支援を行ってきた
ところであります。
　来年度は、繁殖雌牛の増頭
や、ICT機器の整備などの支
援に加え、県内での飼料生産
の拡大に向け、子実用トウモロコシの生産実証のほか、
イアコーン・サイレージや大豆ホールクロップ・サイレージ
の給与試験などに取り組むことにしており、安定的な
畜産経営の実現に向け、肉用牛生産の構造改革を
進めてまいります。

　近年、肉用子牛価格が下落傾向にある一方
で、繁殖農家からは、「飼料代が上昇し、採算
割れが続いており、コストの上昇分を価格に転

嫁できないため、このままでは離農せざるを得ない」と
の声が国にも多数寄せられたことから、国は臨時の助
成制度を設けるとともに、各自治体も歩調を合わせるよ
うに、独自の支援に乗り出すところもあるとのことです。
　政府は、子牛の価格に応じた奨励金を出す方向性
であることに加え、和牛肉の部位や種類に応じ、販売
を行う食肉事業者に奨励金を出したり、和牛関連
イベントの開催支援など、需要を喚起するような支援も
実施が決定しております。一方で、消費者目線に立って
みますと、賃金上昇が物価高騰に追いついていない
状況で、特に子育てにお金がかかっている親御さんと
しては、「子どもに地場産の物を食べさせたい。国産牛
を食べさせたいけれど家計を考えると厳しい。」という
のが本音ではないでしょうか。
例えば、食育という意味も込めて、知事部局が教育

答え
知事

質問
原

藪払いなどの環境整備について
　昨年は、私の生まれ育った地域の河川敷に

藪払いなどの環境整備について

クマ対策について
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クマ注意喚起の全面広告

▲

クマ被害の現状
近年クマの生息域が拡大し、人
の生活圏に近接してきている

山菜採りや登山など山中での
事故に限らず、住宅街や学校等
への出没、人身事故が続き、農
業被害も増大している

人命への差し迫った危険があ
り、いつでもどこでもだれでも
被害にあう可能性がある

肉用牛繁殖農家
対策について

山形大学医学部附属病院などにおいて
行われている重粒子線治療は、患者の身体的
な負担が少ないなどのメリットがあり、がん治療

に新たな選択肢を与えるものであります。
　一方で、がんの治療は、患者の病態によって手術や
薬物療法などを組み合わせて行われるものであり、本県
においては、秋田大学医学部附属病院及び地域がん
診療連携拠点病院等が連携し、個々の患者に応じた
医療が提供されております。治療法の選択についでは、
重粒子線治療等を含め医師が病態に応じた説明を
しっかり行った上で、患者が医師と相談しながら行われ
るよう、県としましては、患者が医師に相談しやすい環境
の整備について、秋田県がん診療連携協議会などの
場を通じて、医療関係者と協議を進めてまいります。

重粒子線治療については、令和4年12月
議会で、秋田大学医学部附属病院をはじめと
した県内のがん拠点病院と、山形大学の重粒子

センターで、しっかりしたネットワークを構築し、県民が
望む治療をしっかりと受けられる体制を整備すべきと
して知事にその考えを伺ったところ、患者の身体的な
負担が少ないことやエックス線治療では対応が困難
ながんへの効果が期待できることから、県民が等しく
必要な医療を受けられるよう、がん拠点病院等を
通じて、引き続き、情報提供してまいるという、力強い
ご答弁をいただきたました。
　それから約1年が経ちまして、この度、2月9日に山形
大学医学部が主催となり「重粒子線がん治療の可能性」
という市民公開セミナーが、秋田キャッスルホテルで
開催され、講演会終了後、東成瀬村出身で秋田大学
医学部卒業の土谷病院長とお話し、本県の患者が少
ない理由についてお伺いしたところ、「私の知り合いの

答え
知事

質問
原

がんの重粒子線治療について

医師からは相談が来るが、それ以外の医師からはあま
り来ない。」ということでした。
たしかに患者の立場になれば、自分のかかりつけ医に
対し、他の医師を紹介してほしいとは言いにくく、これが
精神的な負担となっているのかなとも思います。
　しかし、土谷病院長によると、検査までは地元のかか
りつけ医で行い、がんの特定などの診断がつけば、
実際の治療を重粒子線で行うといった形で、患者の
精神的な負担を軽減しつつ、治療を行うことが可能で
あるとのことでありました。もちろん、本県でも重粒子線
治療を導入できれば、県民がもっと身近に治療を受け
ることができるようになり、その利便性や患者の精神的
負担の軽減につながる思いますが、一方で、重粒子線
治療は最先端の技術であり、導入コストや機器を扱え
る医療人材育成などを考えると、一朝一夕で導入でき
るものでありません。
　そこで、情報提供だけではなく、患者の精神的負担
軽減のため、例えば、「重粒子線治療が可能な方には
紹介状を書きます。」といったようなポスターを、がん
拠点病院に貼るなど、患者が医師に相談しやすい環境
整備とともに、相談を受けたかかりつけ医が山形大学
医学部東日本重粒子センターに紹介状を書きやすい
ような医師と医師のネットワーク作りもあわせて検討
するべきと考えますが、県としてこのような環境整備や
ネットワーク作りを実施する考えはあるのでしょうか。

山形大学医学部東日本重粒子
センターに導入されたがん治療
装置「回転ガントリー照射装置」

庁と連携し、学校給食で毎月一度は「秋田牛を食べる
日」を設定し、子どもたちに美味しい秋田牛を食べても
らうといった取組を支援するなど、身近なところから
和牛の消費喚起を行うとともに、他の自治体が行って
いるような国の経済的支援に歩調を合わせた上乗せ
補助行うなどの取組を積極的に進めていくべきと考え
ますが、県として和牛の需要喚起と経済的支援につい
てどのように取り組むのでしょうか。

▲

近年クマの生息域が拡大し、人

山菜採りや登山など山中での
故に限らず、住宅街や学校等

への出没、人身事故が続き、農

人命への差し迫った危険があ
り、いつでもどこでもだれでも
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